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１．調査目的 

 

１．調査目的 

昨年度末以降、バイデン政権によるインド太平洋

シフト政策等を背景として、米国から日米海上保

安機関間における連携強化の働きかけが活発化し

ており、日米連携の一層の推進策を検討している

ところ。また、日米豪印の連携については、4 か国

の外交当局間における協議が進められており、今

後、海上法執行機関等の能力向上支援についても

検討が進められると想定される。当事業において

は、インド太平洋地域における海洋安全保障環境

を適切に分析し、被支援国であるインド太平洋諸

国がより受け入れ易い能力向上支援策を調査する

とともに、豪印等との連携も視野に入れつつ、日

米二国間協力による支援によって、被支援国のそ

れぞれにとって最適な、具体的支援策と支援国（群）

のパッケージを検討して、提示する。 

 

２．調査内容及び結果 

（１）海洋安全保障に影響を与える事象や各

国の動静等の調査 

最近の動向として、日本の安全保障３文書等及び

それに対する米豪印の反応と動向について整理分

析したほか、海上保安庁の任務の遂行に影響を及

ぼす中国、北朝鮮、ロシア及び国際テロ・サイバ

ー・グレーゾーン事態等の現状の整理分析を実施

した。加えて、インド太平洋地域の重要性につい

て、戦略的・地政学的分析を行うとともに、イン

ド太平洋に関する ASEAN アウトルックやインド太

平洋地域における具体的協力事例について現状を

整理分析した。 

（２）海上保安分野における日米の能力向上

支援の現状と成果の比較 

新型コロナウイルスの影響により、日米ともに能

力向上支援活動を大幅に制限されていたものの、

オンラインによる支援やフィリピンにおける日米

連携支援について整理分析した。加えて、日米豪

印の海上保安機関の能力比較を実施した。 

（３）海上保安分野における日米間の具体的

な支援分野及び支援手法の発掘と効果の分析 

調査研究の過程において、日米連携により期

待できる具体のメリットが乏しく、事前調整

や受け入れ側の拒否反応等のデメリットの方

が著しく大きいことが判明し、インド太平洋

地域を分担することにより支援の空白地帯を

生じさせない連携の必要性について分析を深

めることとした。 

（４）海上保安分野における日米豪印の連携

に基づく具体的な支援分野及び支援手法の発

掘と効果の分析 

（３）と同様の理由から、日米豪印各国の重

点地域について、インド太平洋各国との外交、

支援実施実績、アタッシェや海外基地等の配

置状況を踏まえて可視化することに成功した。

来年度は分析を深め、可視化の外縁の明確化

に努めたい。 

３．おわりに 

 自由で開かれたインド太平洋を実現するために、

日米豪印の海上保安機関間の連携が重要視されて

いるが、海上法執行機関が想定する任務の地理的

範囲をはるかに超える地域での活動であることを

踏まえると、必要となる人員や船艇は必ずしも十

分とは言えず、また、連携に伴う組織間の相違点

や調整コスト、被支援国の Quad 連携を米中競争と

捉える外交姿勢が影響し、単なる海上保安機関間

の連携ではなく、国家間というより大きな視点で

の政策立案が必要である。その上で、「連携」とい
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う言葉に捕らわれすぎず、分担も「連携」と捉え、

多層的アプローチによる支援の空白地帯を生まな

い取り組みが必要であるほか、能力向上支援以外

の分野における Quad 連携の取り組みの充実を図

っていく必要があるとの考えに至った。来年度以

降は、組織間の相違点や調整コストを低減するた

めの方策や分担地域の一層の明確化に努めたい。 
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